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１ 父母の離婚に関する民法上の規定について 

父母が協議上の離婚をするときは、民法の規定により、子の監護をすべき者、父又は母と子との面会

及びその他の交流、子の監護に要する費用の分担その他の子の監護について必要な事項を協議により

定めることとされており、この場合においては、子の利益を最も優先して考慮しなければならないとさ

れている。 
民法第７６６条の父又は母と子との面会及びその他の交流についての規定は、平成２３年の改正（平

成２４年４月施行）により条文に明示された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２ 関係条約等について 
（１）児童の権利に関する条約について 

  「児童の権利に関する条約」は、１８歳未満のすべての人の保護と基本的人権の尊重を促進すること

を目的としており、日本は、平成６年に同条約を締結している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請願第２１号 「別居・離婚後の親子断絶を防止する法整備等を求める意見書」の提出

を求める請願について 

■民法（明治２９年法律第８９号） 

（離婚後の子の監護に関する事項の定め等） 
第７６６条 父母が協議上の離婚をするときは、子の監護をすべき者、父又は母と子との面会及びその

他の交流、子の監護に要する費用の分担その他の子の監護について必要な事項は、その協議で定め

る。この場合においては、子の利益を最も優先して考慮しなければならない。 
２ 前項の協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、家庭裁判所が、同項の事項を

定める。 
３ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、前二項の規定による定めを変更し、その他子の監護に

ついて相当な処分を命ずることができる。 
４ 前三項の規定によっては、監護の範囲外では、父母の権利義務に変更を生じない。 

■「児童の権利に関する条約」（抜粋） 

第９条 
３ 締約国は、児童の最善の利益に反する場合を除くほか、父母の一方又は双方から分離されている児童が定

期的に父母のいずれとも人的な関係及び直接の接触を維持する権利を尊重する。 
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（２）ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）について 

 「ハーグ条約」は、国境を越えた子の連れ去りによる悪影響から子を守るために、原則として元の居

住国に子を迅速に返還するための国際協力の仕組みや国境を越えた親子の面会交流の実現のための協

力について定めており、日本は、平成２６年に同条約を締結している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（３）川崎市子どもの権利に関する条例 

 本条例は、平成１２年１２月の市議会で成立、平成１３年４月から施行され、子どもの権利保障を

すすめる際の理念や原則となる内容、子どもの生活に即した権利保障のあり方や施策にかかわる規

定、子どもの権利保障を図るための制度や仕組みを規定している内容等で構成されている。 
 
 
 
 
 
 

 
 
３ 国の動向について 

（１）法制審議会への諮問 

  令和３年２月１０日開催の法制審議会総会において、法務大臣が審議会へ「離婚及びこれに関連する

家族法制の見直し」について諮問を行った。 
  本件については、「法制審議会家族法制部会（新設）」に付託して審議することとされた。 
   
 
 
 
 
 
 
 

■ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）（抜粋） 

第１条 この条約は、次のことを目的とする。 
a いずれかの締約国に不法に連れ去られ、又はいずれかの締約国において不法に留置されている子の迅速な

返還を確保すること。 
b 一の締約国の法令に基づく監護の権利及び接触の権利が他の締約国において効果的に尊重されることを確

保すること。 

■「川崎市子どもの権利に関する条例」（平成１２年川崎市条例第７２号）（抜粋） 

（目的） 
第１条 この条例は、子どもの権利に係る市等の責務、人間としての大切な子どもの権利、家庭、育ち・学ぶ

施設及び地域における子どもの権利の保障等について定めることにより、子どもの権利保障を図ることを目

的とする。 
 

■法務大臣から法制審議会への諮問（諮問第１１３号） 

「父母の離婚に伴う子の養育への深刻な影響や子の養育の在り方の多様化等の社会情勢に鑑み、子の利益の確

保等の観点から、離婚及びこれに関連する制度に関する規定等を見直す必要があると思われるので、その要綱

を示されたい。」 
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（２）法制審議会家族法制部会について 

  諮問第１１３号を調査審議するために設置され、令和３年３月３０日に第１回会議が、４月２７日に

第２回会議が開催された。 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第１回部会（３月３０日）（法務省 HPより） 

・検討が必要と考えられる具体的論点等について幅広く意見交換がされた。 
・まずは実態を把握するためのヒアリングを行う必要があるとの意見が出され、次回は、幅広くヒアリングを

実施するとの方針が確認された。 
 

〇父母の離婚に伴う子の養育の在り方 

（１）子の監護について必要な事項の取決めについて 

・養育費及び面会交流のそれぞれについて、離婚時における取決めの促進・確保を図ることや、取り決められ

た内容の履行を確保するため、民事実体法や手続法を見直すことが必要であるとの意見がある。 
・離婚時における取決めの促進・確保については、これを強調しすぎると、現行の離婚制度を根本から変容さ

せることとなって国民生活に大きな影響を与えることや、夫婦間のＤＶ事案など速やかに離婚を成立させる

べき事案において離婚がしづらくなり、再被害等が生ずるおそれがあることなどを指摘し、慎重な検討が必

要であるとする意見もある。 
・養育費や面会交流といった、子の監護について必要な事項の取決めの促進・確保や、取り決められた内容の

履行の確保に関して、どのように考えるか。 
 

（２）父母の離婚後の子の養育への父母の関与の態様について 

・父母の離婚後の子の養育については、父母がどのように関与することが子の利益に適うのか、最適な関与の

態様を定める際にどのような事情を考慮すべきか、ＤＶ事案等への対応をどう考えるのかなどの点について

は、各分野の専門家や関係者から様々な観点や課題等が指摘されている。 
・離婚後の子の養育への父母の関与の態様に関して、我が国の子が置かれている状況、実態等から、様々な観

点や課題等が指摘されていることを踏まえ、どのように考えるか。 
 

（３）子の養育における子の意思や意見の反映について 

・子の利益の確保の観点から、具体的な親権行使の場面や、父母の離婚後の子の養育の在り方を決定する場面

などにおいて、子の意思や意見を適切に反映させるための方策を検討すべきとの意見があるが、どのように

考えるか。 
 

（４）子の養育に関する法的概念の整理について 

・子の養育について、現行民法では、「親権」（民法第８１８条）、「子の監護をすべき者」（民法第７６６条第

１項）、「父又は母と子との面会及びその他の交流」（同項）、「子の監護に要する費用」（同項などの法的概念

が規定されているが、それぞれの法的性質や位置付けについて改めて検討が必要であるという意見がある 
・「親権」「養育費」「面会交流」 等については、より適切な用語や定義付けを検討すべきという指摘もされて

いる。子の養育に関する法的概念の整理についてどのように考えるか。 
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■第２回部会（４月２７日）（法務省 HPより） 

・父母の離婚に伴う子の養育に関する実情等に関し、（１）親の離婚を経験した子の立場、（２）離婚を経験した

監護親又は非監護親の立場、（３）子育て世代の立場、（４）ＤＶ被害者支援の現場、（５）家庭問題に関する

支援の現場等の観点から、複数の参考人（合計９名）からヒアリングが行われた。 
 
・家族法制部会として検討すべき課題や取り上げる順序、論点の検討に当たって考慮すべき視点、検討のために

必要な基礎資料等について、父母の離婚に伴う子の養育の問題を中心に、多くの委員から意見が出された。 
 
・ヒアリングを引き続き行うとともに、養育費や面会交流の問題を念頭に置きつつ、協議離婚やその後の場面に

おいて生ずる問題等について調査・審議を行うこととされた。 
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法 務 省
2 0 2 1 年版

子ど も の健やかな 成長のた めに
～離婚後の「 養育費の支払」 と 「 面会交流」 の実現に 向けて ～

子ども子ども のの養育養育にに関関するする

合意書作成合意書作成のの手引手引き とき と ＱＱ ＆＆ＡＡ
子ども にと っ て、 両親の離婚はと ても 大きなできごと です。子ども にと っ て、 両親の離婚はと ても 大きなできごと です。

子ども がこ れを乗り 越えて健やかに成長し ていけるよう 、 離婚をすると きに親と し てあらかじ め子ども がこ れを乗り 越えて健やかに成長し ていけるよう 、 離婚をすると きに親と し てあらかじ め

話し 合っ て おく べき こ と に、「 養育費」 と「 面会交流」 があり ま す。 こ のパン フ レ ッ ト では、話し 合っ て おく べき こ と に、「 養育費」 と「 面会交流」 があり ま す。 こ のパン フ レ ッ ト では、

「 養育費」 と 「 面会交流」 の取り 決め方やその実現方法について分かり やすく 説明し ています。「 養育費」 と 「 面会交流」 の取り 決め方やその実現方法について分かり やすく 説明し ています。

（ 法務省ホームページ）

http ://w w w .m o j .go .j p /M INJI/m inj i07 _ 00011 .htm l

法務省ホームページでは、 離婚の際に

考えておく べき こ と を簡潔にまと めた

も のをご紹介し ていますので、 併せて

ホームページも ご覧く ださ い。
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養育費と は

　 養育費は、 子ど も のためのも のですから 、 子ど も と 離れて暮ら すこ と にな る 親と 子

ど も と の関係を 大事にする ためにも 、 離婚時にき ち んと 取り 決めておく よ う にし ま し

ょ う 。 新し い生活の始ま り から すぐ に養育費の支払がスムーズに行われる よ う に、 養

育費の金額、 支払時期、 支払期間、 支払方法など を 具体的に決めておく のがよ いで し

ょ う 。 養育費の取り 決めは、 後日その取り 決めの有無や内容について紛争が生じ な い

よ う に、 口約束ではなく 、 書面に残し ておく よ う にし まし ょ う （ でき れば「 公正証書」

にする のがよ いでし ょ う 。）。

　 養育費の支払は、 長い年月継続する も ので す。 その間、 子ど も と 一緒に暮ら す親に

すれば、 子ど も の病気など によ り 監護費用が増える こ と も ある でし ょ う し 、 離れて暮

ら す親にすれば、 再婚によ り 扶養家族が増えたり する こ と も ある でし ょ う 。 事後的な

事情の変更がある 場合には、 いっ たん取り 決めた養育費の増額や減額を 他方の親に求

める こ と ができ る 場合があり ます。

　 なお、 離婚時の取り 決めや、 その後の増額又は減額について、 当

事者間で話し 合いができないと き は、 家庭裁判所に調停又は審判を

申し 立てる こ と ができ ます。 通常はまず調停を行い、 調停でも 話し

合いがつかない場合は、 最終的には家庭裁判所の審判で決めるこ と に

なり ますが、 養育費は、 子ども の成長を支えるためにと ても 大切なも

のですので、 審判であっ ても その結果を受け入れ、 親と し て養育費の

支払を継続し ていく 必要があり ます。

養育費の取り 決めについて

養育費の取り 決めについて
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　 養育費と は、 子ども を 監護・ 教育する ために必要な費用のこ と を いいます。

　 一般的には、 経済的・ 社会的に自立し ていない子ど も が自立する （ 例えば、 大学等

を 卒業する ） ま でに要する 費用を 意味し 、 衣食住に必要な経費、 教育費、 医療費など

がこ れに当たり ます。

　 親の子ど も に対する 養育費の支払義務（ 扶養義務） は、 親の生活に余力がなく ても

自分と 同じ 水準の生活を 保障する と いう 強い義務（ 生活保持義務） だと さ れています。

子ど も がいる 夫婦が離婚する 場合、 基本的にはど ち

ら か一方が親権者と なっ て子ど も を 養育する こ と に

な り ま すが、 離婚に よ り 親権者で な く な っ た 親で

あっ ても 、 ま た 、 子ど も と 離れて暮ら すこ と と なっ

た親であっ ても 、 子ど も の親である こ と に変わり は

あり ま せんから 、 子ど も に対し て 自分と 同じ 水準の

生活ができ る よ う にする 義務があり ます。

　 子ども に対し 、 親と し ての経済的な責任を 果たし 、

子ども の成長を支えるこ と は、と ても 大切なこ と です。
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面会交流と は

　「 面会交流」 と は、 子ども と 離れて暮ら し ているお父さ んやお母さ んが子ども と 定期的、

継続的に、 会っ て話をし たり 、 一緒に遊んだり 、 電話や手紙などの方法で交流するこ と を

いいます。

　 子ども は、 両親の離婚と いう 大き なでき ごと を 経験し て、「 自分が悪いこ と を し たの

でこ んなこ と になっ てし まっ たのではないか？」、「 自分を 嫌いになっ ていなく なっ てし

まっ たのではないか？」 などと 不安な気持ち になっ たり し ます。 面会交流は、 そんな子

ども に、 父母それぞれの立場から 、「 あなたが悪いんじ ゃ ないよ。」、「 離れて暮ら し てい

る けど、 どち ら の親も あなたのこ と を 好き なんだよ。」 と いう 気持ち を 伝えていく 一つ

の方法です。

　 離婚によ っ て夫婦は他人になっ ても 、 子ども にと っ ては父母はと も にかけがえのない

存在です。 面会交流は、 そんな子ども のために行う も のです。 子ども は、 面会交流を 通

し て、 どち ら の親から も 愛さ れている、 大切にさ れている と 感じ る こ と で、 安心感や自

信を も つこ と ができ 、 それが、 子ども が生き ていく 上での大き な力と なり ます。

　 面会交流は子ども の健やかな成長のためにと ても 大切なこ と であ り 、 子ども にと っ て望ま

し い面会交流を行う ためには、 父母双方の協力が欠かせません。 夫と 妻と いう 関係から 子ど

も の父と 母と いう 立場に気持ちを 切り 替え、 子ども の親同士と いう パート ナーと し て協力し

まし ょ う 。

　 面会交流の方法や時期、 回数などについては、 子ども が安心し て面会交流を 楽し める

よ う に、 子ども の年齢や健康状態、 生活状況等を 考えながら 無理のないよう に決める こ

と が大切です。 また、 親同士がお互いに守ら なければなら ないルールについても し っ か

り と 決めておく よ う にし まし ょ う 。 面会交流の取り 決めは、 後日その取り 決めの有無や

内容について紛争が生じ ないよ う に、 書面に残し ておく よう にし まし ょ う 。

　 面会交流は、 長い年月に渡っ て行われるも ので す。 また、 時間の経過と と も にお子さ

んは成長し 、 養育環境も 変化し ます。 取り 決めを守っ て安定し た交流を行う こ と に加え、

状況に応じ てお互いに話し 合い、 協力し 合いながら 、 子ども にと っ て最も よい面会交流

を行っ ていく こ と が大切です。

　 なお、 話し 合いができ ないと き は家庭裁判所に調停又は審判を 申

し 立てるこ と ができ ます。 通常はまず調停を 行い、 調停でも 話し 合

いがつかない場合は、 最終的には家庭裁判所の審判で決めるこ と に

なり ますが、 面会交流は、 子ども の健やかな成長を ねがっ て行う と

ても 大切なも のですから 、 審判であっ ても その結果を 父母が受け入

れて協力し あう こ と が不可欠です。

面会交流の取り 決めについて

面会交流の取り 決めについて

- 4 -- 4 -9



「  子ども の養育に関する

合意書 」 について

　

     養育費について

① 金額

③ 支払時期

を額金の定一月毎。うょしまきおてめ決を期時の払支　 　

支払う 例が多いよう ですが、 経済状況等により ある 程度

の期間の分を一括し て支払う こ と も 可能です。

④ その他
　  　 定額の養育費と は別に、 入学金や大学等の授業料等、 特

別な出費が生じ た場合に、 どのよう に父母が負担するのか

定めておく と よいでし ょ う 。 お子さ んが健やかに成長する

ためには、 いろいろと お金が必要になるも のです。

1

- 5 -

② 支払期間

　 支払の始期と 終期を決めておき まし ょ う 。 終期については、 大学等への進学

の可能性などを 踏まえて、 その子が経済的に自立する こ と が見込まれる 時期を

考え、 お子さ んの成長のために十分な期間を 設けておく よ う にし まし ょ う （ Ｑ

＆Ａ の第６ 問参照）。 ま た、 終期について定める 場合は、「 ○年○月○日ま で」

と か「 ２ ２ 歳に達し た後の３ 月まで」 など と 、 具体的に定めまし ょ う （ Ｑ ＆Ａ

の第７ 問参照）。

　 1 4 ページに掲載さ れている「 子ども の養育に関する合意書」 は、 お子さ んの「 養育費」

及び「 面会交流」 について父母がお互いの約束事を証明する文書です。 ２ 通作成し 、 双方

で１ 通ずつ保管し てく ださ い。 この文書は、 離婚届を出す際に、 提出し なければなら ない

文書ではあり ませんが、 お子さ んのためにも、 できる限り 作成するよう にし てく ださ い。

　 原則と し て話し 合いで決めるこ と になり ますが、 その際には裁判所が公表し て

いる「 養育費算定表」 が参考と なり ます（ Ｑ ＆Ａ の第５ 問参照）。

　 親権者を 決める のと 並行し て 、 お子さ んのために養育費について

も 決めておき ま し ょ う 。 お子さ んそれぞれについて 、 金額・ 支払期

間・ 支払時期などを 具体的に決めておき まし ょ う 。

- 5 -10



作成に当たっ ての注意事項

　 合意書は、 離婚届を提出する際に、 提出し なければなら ない文書ではあり ませんし 、 合意書

を作成し ないと 離婚届が受理さ れないと いう こ と も あり ませんが、 お子さ んが両親の離婚後も

健やかに成長し ていけるよう 、 作成するよう に努めてく ださ い。

　 　 面会交流について

① 面会交流の内容

流交会面のり帰日　 　 、 宿泊を伴う 面会交流などが考えら れます。 手紙や電

話、 SN Sのやり と り を認めるかなども 決めておきまし ょ う 。

② 面会交流の頻度

し施実を流交会面度程回何に月は又週　 　 、 １ 回につき何時間程度の面会交

流を実施するか、 宿泊を伴う 場合は何泊にするかなどを決めておきまし ょ

う 。 夏休みなどお子さ んに長期の休みがある場合には、 一定期間の宿泊を

伴う 面会交流を実施するこ と も 考えら れます。

③ その他特記事項

　 　 待ち合わせ場所や、プレゼント に関する

　 取り 決め、事情が変わった場合の連絡先な

　 どを取り 決めておく こ と が考えら れます。

２

- 6 -

　（ 注） なお、相手からＤＶ 被害を 受ける

おそれがあるなど、面会交流をするこ と

が子ども の最善の利益に反する場合にま

で、面会交流を行う 必要はあり ません。

　 面会交流は、 子ど も のためのも ので すので、 お子さ んにと っ て ど

のよ う な面会交流が望ま し いかと いう 視点から 、 具体的な 条件を 取

り 決めておき まし ょ う 。

　 14ページの参考書式は、 様式が定まっ ているも のではなく 、 一般的に必要と 考えら れる項

目を記載し ているも のですので、 父母双方が、 お子さ んの立場にたっ て、 事案に応じ て充実し

た内容を取り 決めてく ださ い。
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「  養育費と 面会交流に「  養育費と 面会交流に

ついてついてのの QQ ＆＆AA  」」

こ こ では、 養育費と 面会交流について、 よく ある質問と その説明を掲載し ています。

養育費と 面会交流の取り 決めをするに当たり 、 よく 読んでいただき、 お子さ んの健や

かな成長のために、 最適な養育費と 面会交流の取り 決めをするよう にし てく ださ い。

A 1 養育費や面会交流の取り 決めを し て

いなく ても 離婚を する こ と はでき ます。 し か

し 、 民法には、 離婚の際に両親が協議で定め

る べき 事項と し て養育費の分担や面会交流が

定めら れており 、 養育費や面会交流の取り 決

めを する 際には子ど も の利益を 最も 優先し て

考慮し なければなら ないと 定めら れています。

離婚と いう 結論を 出すまでには、 様々ないき

さ つや事情があり 、 親にと っ ても 、 それを 乗

り 越えて新し い生活を 築いていく こ と は大変

なこ と ですが、 それは子ども にと っ ても 同じ

こ と であり 、 子ども が両親の離婚を 乗り 越え

て 健やかに成長する こ と がで き る ためにも 、

養育費や面会交流の取り 決めはと ても 重要で

す。 可能な限り 、 離婚ま でに養育費や面会交

流の取り 決めを し ておく こ と が望まし いです

が、 離婚し た後でも 取り 決めを する こ と はで

きます。

　 　  

養育費の取り 決めはど の

よう にし たら よいのですか。

Q 2

A2 まずは話し 合いま し ょ う 。 取り 決め

を する 際には、 養育費の支払がスムーズに行

われる よ う に、 養育費の金額、 支払期間、 支

払時期、 振込先などを 具体的に決めておく と

よ いでし ょ う 。 また、 取り 決めた内容につい

て は、 後日、 紛争が生じ ないよ う に、 口約束

ではなく 、 書面に残し ておく と よいでし ょ う 。

その際には、 こ のパン フ レ ッ ト に掲載さ れて

いる「 子ど も の養育に関する 合意書」 を 参考

にし てく ださ い。

また、 養育費の取り 決めを一定の条件を満た

す公正証書（ 執行証書） によってした場合には、

実際に支払ってもらえない場合に強制執行の手

続を利用することもできますので（ 詳細について

はＱ8 も参照してく ださ い。）、 公正証書の利用も

検討してみると いいでしょう 。 公正証書の利用に

ついては、 最寄りの公証役場にご相談く ださ い。

A 3 家庭裁判所の家事調停手続を 利用

する こ と ができ ま す。 家事調停手続は、夫婦、

Q 3 相手が話し 合いに応じ てく れ

ない場合や、 話し 合いがまと まら ない

場合は、 どう し たら よいでし ょ う か。

　 　   Q 1 養育費や面会交流の取り

決めを し な ければ離婚する こ と

ができ ないのですか。

養育費について
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　 　 養育費の金額はどのよう に

決めればよいのですか。

Q 5

A5 基本的には話し 合っ て決める こ と に

なり ますが、 その際には、 裁判所が公表し てい

る「 算定表」が参考になり ます。こ の「 算定表」は、

家庭裁判所の実務においても 参考にさ れている

も のです。 も っ と も 、 養育費は、 個別具体的な

事案に応じ て決めら れるも のであり 、「 算定表」

は目安と なるも のです。

　 こ の「 算 定 表」 は、 裁 判 所 ウ ェ ブ サ イ ト

（ h t t p s : //w w w . c o u rt s . g o . j p /

touke i_ s iryou/s iryo/H3 0 s h ihou_  

houkoku/index.h tm l） 等で見る こ

と ができます。

A6 養育費は、 子ど も が自ら 稼働し て経

済的に自立するこ と を期待するこ と ができない

場合に支払われるべきも のであり 、 その支払期

間の終期は、 子ども が未成年かどう かで一律に

決まるも のではあり ません。

　 例えば、子ども が成年に達し た後であっ ても 、

大学在学中については、 その子ども が自ら 稼働

し て経済的に自立するこ と を期待するこ と は一

般的に困難ですから 、 養育費の支払義務を負う

場合が多いと 考えら れます。

　 養育費の支払期間の終期について取り 決めを

するに当たっ ては、 子ども の大学等への進学の

可能性などを踏まえて、 その子ども が経済的に

自立する こ と が見込

まれる時期を考慮し 、

子ど も の成長、 そ し

て 自立のために十分

な期間を 設けて おく

よう にし まし ょ う 。 

　 　 養育費は、 子ども が未成年Q 6

の間だけ支払えばよいのではない

ですか。

A 4 養育費についての家事調停を 申し 立

てるに当たっ ては、 子ども １ 人につき 1 2 0 0

円が必要と なり ます（ 収入印紙で納める こ と

になり ま す。）。 そのほかにも 、 連絡用の郵便

切手が必要と な り ま すが、 詳細について は、

申立てを する 家庭裁判所に問い合わせてく だ

さ い。

養育費に関する 家事調停手続についての平

均的な 審理期間は、 家事審判手続に移行し

た 場合も 含め、 約５ か月程度と い われて い

ます。

Q 4 家事調停の申立て を する

場合には、 どのく ら いの費用や

期間がかかり ますか。

親子、 親族など の間のも め事について、 裁判

官と 民間から 選ばれた 調停委員が間に入り 、

非公開の場で、 それぞれから 言い分を よ く 聴

き ながら 、 話し 合いによ っ て適切で妥当な解

決を目指す手続です。

　 家事調停の申立ては、 相手の住所地を 管轄

する 家庭裁判所又は当事者が合意で定める 家

庭裁判所にするこ と ができます。

　 家事調停手続においても 話し 合いがまと ま

ら な かっ た 場合に は、 家事調停手続は終了

し ますが、 引き 続き、 家事審判手続に移行し 、

そこ で必要な審理が行われた上で、 審判と い

う 裁判によ っ て結論が示さ れる こ と になり ま

す（ 家事調停手続から 家事審判手続に移行す

る のに新た な 申立て を する 必要はあり ま せ

ん。）。
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　 　Q 1 1

A 8

①履行の確保の手続

養育費の分担が家事調停や家事審判等で決め

ら れた場合には、 相手に対し てそれを守るよう

勧 告 す る こ と を 家 庭 裁 判 所 に 求 め る

こ と ができます（ こ の手続に費用はかかり ませ

ん。 ） 。 また、 相手に取り 決めの履行を命じ る

よ う 家庭裁判所に申し 立てる こ と も でき ます

（ 相手が正当な理由なく こ の命令に従わないと

き は、 過料の制裁に処せら れる こ と があり ま

す。 ） 。 こ の命令の申立てには1 件につき5 0 0

円の手数料が必要です。 なお、 こ れら の手続で

は相手の財産の差押えなどはできません。

②強制執行の手続

　 養育費の分担が、一定の条件を満たす公正証

書（ 執行証書）や、家事調停又は家事審判等で

決めら れた場合には、こ れら の文書（ 債務名義）

を 用いて、相手の財産を 差し 押さ えるなどし て

そこ から 養育費を 回収する 手続（ 強制執行）を

利用すること ができます。また、相手にどんな財

産があるか分から ないと きは、1 2 ～1 3 ページ

記載の２ つの手続を利用すること ができます。

なお、債務名義がない場合（ 掲載さ れている

Q 8 養育費の取り 決めを し ま

し たが、 支払っ ても ら えません。

どう し たら いいですか

A 7 養育費の支払期間の終期については、

具体的に「 ○年○月○日まで」や、大学進学を見

据えて「 子が2 2 歳に達し た後の３ 月まで」と いっ

た定め方をしましょう 。

　 なお、成年年齢は2 0 2 2 年４ 月１ 日に1 8 歳に

引き 下げら れます。そのため、「 子ども が成年に

達するまで」と いった定め方では、後に混乱や紛

争を招く おそれがありますので、避けましょう 。

Q 7 養育費の支払期間につい

ては、 どのよ う な定め方を すれ

ばよいですか。

A1 1 そのよう なこ と はあり ません。 養育

　 　 一度取り 決めた養育費の額

を変更するこ と はでき ますか。

Q 9

A9 養育費の額を 取り 決めた後にお互い

の経済状況等が変化し た場合、 一度取り 決めた

養育費の額を変更するこ と ができるこ と があり

ます。 その方法と し ては、 当事者間の話し 合い

による方法や、 家事調停や家事審判による方法

があり ます。

　 　 離婚前の別居中でも 養育費

の請求ができ ますか。

Q 1 0

A 10 離婚前でも 、 別居し て子ど も を 育て

ている場合には、子ども を育てている方の親は、

他方の親に、「 婚姻費用の分担請求」 によ り 、

子ども を育てるのに必要な費用を含めた生活費

の支払を 求める こ と ができ ます。 上記裁判所

ウェ ブサイト 等を参考にし てく ださ い。

面会交流に応じ なければ、

養育費を 支払っ て も ら え な いの

ですか。

「 子ども の養育に関する合意書」によって取り 決

めた場合も 同様です。）には、改めて、執行証書を

作成するか、家庭裁判所に家事調停等の申立て

をすること等が必要となります。裁判所での手続

については裁判所ウェブサイト（ https ://w ww . 

cou rt s .g o .jp/s a iba n /s yu ru i/s yu ru i_ ka zi/ 

yo u ikuh i-te ts u zu k i 

/in d e x .h tm l）等で見

ることができます。
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Q 12

費の支払と 面会交流と は別問題ですので、 面

会交流に応じ なければ養育費を 支払っ ても ら

えないと いう こ と にはなり ません。 養育費の

支払と 面会交流の実施のど ち ら の場面において

も 子ども の幸せを 第一に考えまし ょ う 。

A 12 まずは話し 合いまし ょ う 。 取り 決め

を する 際には、 面会交流がスムーズに行われ

る よ う に、 面会交流の内容、 頻度などを 決め

ておく と よ いでし ょ う 。 また、 取り 決めた内

容については、 後日、 紛争が生じ ないよう に、

口約束ではなく 、 書面に残し ておく と よ いで

し ょ う 。 その際には、 こ のパン フ レ ッ ト に掲

載さ れている「 子ども の養育に関する 合意書」

を参考にし てく ださ い。

面会交流の取り 決めはど

のよう にし たら よいのですか。

Q 1 3 面会交流の内容や頻度に

ついて は、 ど のよ う に取り 決め

たら よいのですか。

Q 1 5

A1 5 面会交流についての家事調停を申し 立

てるに当たっては、 子ども１ 人につき1 2 0 0 円が

家事調停の申立て を する

場合には、 ど の程度の費用や期

間がかかり ますか。

Q 14

A14 家庭裁判所の家事調停手続を 利用す

る こ と がで き ま す。 家事調停手続は、 夫婦、

親子、 親族など の間のも め事について、 裁判

官と 民間から 選ばれた 調停委員が間に入り 、

非公開の場で、 それぞれから 言い分を よ く 聴

き ながら 、 話し 合いによ っ て適切で妥当な解

決を目指す手続です。

　 家事調停の申立ては、 相手の住所地を 管轄

する 家庭裁判所又は当事者が合意で定める 家

庭裁判所にするこ と になり ます。

家事調停手続においても 話し 合いがまとまら

なかった場合には、 家事調停手続は終了します

が、 引き 続き、 家事審判手続に移行し 、 そこ

で必要な 審理が行われた上で、 審判と いう 裁

判によって結論が示さ れること になり ます（ 家

事調停手続から 家事審判手続に移行するのに

新たな申立てをすること は必要あり ません。）。

相手が話し 合いに応じ て

く れな い場合や、 話し 合いがま

と まら な い場合は、 ど う し たら

よいでし ょ う か。

A 13 面会交流は、 子ど も のためのも ので

あり 、 面会交流の取り 決めを する 際には、 子

ども の利益を 最も 優先し て考慮し なければな

り ま せん。 し たがっ て、 面会交流の内容や頻

度については、 子ども が安心し て面会交流を

楽し める よ う に、 子ど も の年齢や健康状態、

生活状況等を 考えながら 無理のないよ う に決

める こ と が大切です。

　 子ど も にと っ て 望ま

し い面会交流を 行う た

めには、 父母双方の協

力が欠かせま せん。 夫

と 妻と いう 関係から 子

ど も の父と 母と いう 立

場に気持ち を切り 替え、

子ども の親同士と いう パート ナーと し て協力

し まし ょ う 。

　 また、 面会交流は、 長い年月にわたっ て行

われる も のです。 時間の経過と と も にお子さ

んは成長し 、 養育環境も 変化し ます。 取り 決

めを 守っ て 安定し た交流を 行う こ と に加え、

状況に応じ てお互いに話し 合い、 協力し 合い

ながら 、 子ども にと っ て最も よ い面会交流を

行っ ていく こ と が大切です。
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Q 17

A17 地方公共団体によ っ ては、 相談窓口

を 設置し たり 、 無料法律相談等を 行っ たり し

ている と こ ろ があり ま すので、 まずは、 各地

方公共団体に聞いてみると よいでし ょ う 。

　 ま た、 養育費相談支援セン タ ーにおいても

養育費や面会交流についての相談に応じ てい

ま すし 、 こ の他全国に母子家庭等就業・ 自立

支援セン タ ーが設置さ れており 、 そこ でも 養

育費や面会交流についての相談に応じ ている

所があり ます。

　 裁判手続や強制執行手続等の法制度につい

て 知り た い場合や、 そ れら の手続に必要な

弁護士費用等を 支払う 経済的余裕がな い場

合には、 日本司法支援セ ン タ ー（ 法テ ラ ス）

に問い合わせてみる と よ いでし ょ う 。

親同士のみの話し 合いが難しければ、 弁護士

や民間のAD R機関と いった第三者に間に入って

もらい、 取り決めをすることも 考えられます。

　 さ ら に、 家事調停の申立て等を お考えであ

れば、 必要な 書類等

の手続面に つ い て、

各家庭裁判所に問い

合わせる こ と も で き

ます。

　 具体的な問い合わ

せ先は、 裏表紙を ご

参照く ださ い。

養育費や面会交流について

も っ と 詳し く 知り たいのですが、

どこ に相談に行けばいいですか。

Q 1 6 面会交流の取り 決めを し

ま し たが、 相手が応じ て く れま

せん。 どう し たら いいですか。

A 1 6 子ど も にと っ て望ま し い面会交流を

行う ためには、 父母双方の協力が欠かせません

ので、 可能であれば、 も う 一度、 話し 合いをし

まし ょ う 。 その際には、 家庭裁判所の家事調停

手続を利用するこ と ができます（ 既に家庭裁判

所の家事調停手続を利用し ている場合であっ て

も 、 再度、 面会交流の内容等を決め直すこ と も

できます。）。

　 また、 面会交流が家事調停や家事審判等で決

めら れている場合には、 家庭裁判所における履

行の確保の手続を利用するこ と ができます。 家

庭裁判所に対し て申出をすると 、 家庭裁判所で

は、 相手に取り 決めを 守るよ う に説得し たり 、

勧告し たり し ます（ 養育費の場合と 異なり 、 履

行命令の制度は利用するこ と ができ ません。）。

こ の手続には費用はかかり ませんが、 相手が履

行勧告に応じ ない場合に、 こ の手続の中で強制

的に面会交流を実現するこ と はできません。

さ ら に、 家事調停や家事審判等で面会交流の

日時等を具体的に特定し た取り 決めがさ れてい

る場合には、 強制執行と し て、 間接強制（ 一定

の期間内に履行し ない場合に間接強制金を課す

相談先について

こ と で義務者に心理的圧迫を 加え、 自発的な

面会交流の実施を 促す手続） を 利用する こ と

ができ ま す。 ど の程度まで面会交流の内容が

特定さ れていれば間接強制を する こ と ができ

る のかについては、 弁護士等の専門家に相談

すると よいでし ょ う 。

必要となります（ 収入印紙で納めることになりま

す。）。 そのほかにも 、 連絡用の郵便切手が必要

と なり ますが、 詳細については、 申立てをする

家庭裁判所に問い合わせてく ださ い。

　 面会交流に関する家事調停手続についての平

均的な審理期間は、 家事審判手続に移行した場

合も含め、 約９か月程度といわれています。
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1  債務者の財産開示手続

強制執行の申立て

債務者の財産開示手続

○ 　 債務者の財産に対し て強制執行を 実施する には、 裁判所に強制執行の申

立てを する必要があり ます。

　  　 そし て、 強制執行の申立てを する際には、 債務者のどの財産を対象と す

るのかを特定する必要があり ます（ ※）。

（ ※）  例えば、 ①預貯金を差し 押さ える には、 債務者の預貯金を 取り 扱う 金融機関名、

店舗（ 支店等） 等を、 ②給与を 差し 押さ える には、 債務者の勤務先の名称、 所

在地等を、 ③不動産を 競売にかける には、 債務者の所有する不動産の所在、 地

番等を、 それぞれ申立書に記載する 必要があり ます。

○ 　 養育費や婚姻費用の支払を 受けら れない場合、 民事執行法には、 債務者

を地方裁判所に呼び出し 、 どんな財産を も っ ている かを裁判官の前で明ら

かにさ せる手続があり ます（ 財産開示手続）。

2 つの手続が

活用できます！

2 つの手続が

そんなと き！

申立て 手続の実施を決定

債務者を呼出し
債務名義を持つ債権者 裁判所

判
決
等

財産開示期日
（ 非公開）

・ 裁判所に出頭

・  自己の財産に関

する陳述債務者

ポイ ン ト ②
債務者の不出頭等に対する 罰則あり

（ ６ か月以下の懲役又は5 0 万円以
下の罰金） 。

相手にどんな財産が
ある かなんて

わから ないなぁ ｡｡。

債務名義

を 取得

債権者

ポイ ント ①
強制執行に必要な債務名義（ 調停調書， 審判書

や執行証書な ど ） を 有し ていれば、 その種類を
問わず誰でも 申立てが可能。

債務者の財産開示手続、債務者の財産開示手続、

第三者から の情報取得手続第三者から の情報取得手続
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２  第三者から の情報取得手続

◎ 　債務名義を 有する 方であれば、 裁判所に申立てを し て、 債務者の財産に関する

情報のう ち 、 ①預貯金等については銀行等に対し 、 ②不動産については登記所に対

し 、 ③勤務先については市町村等に対し 、 強制執行の申立てに必要な情報の提供を

命じ ても ら う こ と ができます。

 　  　 ただし 、 債務者の不動産と 勤務先に関する情報取得手続については、 それに先立っ

て、 債務者の財産開示手続を実施する必要があり ます（ 預貯金等に関する情報取得手続につ

いては、 その必要はあり ません。 ） 。

　  　 また、 債務者の勤務先に関する情報取得手続の申立てを する こ と ができ る のは、

＜養育費等の支払＞や＜生命又は身体の侵害による損害賠償金の支払＞を内容と する

債務名義を有し ている債権者に限ら れます。

○ 　 養育費や婚姻費用の支払を 受けら れない場合、 債務者以外の第三者から

も 、 債務者の財産に関する情報を得るこ と ができ ます。

ポイ ント ③
債務者以外の第三者から も 債務者の財産の情報（ 預貯

金等、 不動産、 勤務先） を 得る こ と ができ る

第三者から の情報取得手続

財
産
開
示
手
続
を
先
行

申

　

　

立

　

　

て

情
報
提
供
を
命
令

債
権
者
が
情
報
取
得

回
　
　
　
　
答

裁判所 裁判所

預貯金等情報預貯金等情報

不動産情報不動産情報

勤務先情報勤務先情報

銀行等の

金融機関

市町村

年金機構等

登記所

B A N K

年
金
機
構

登記所

［ 勤務先に関する情報取得手続］
養育費等や生命・ 身体の侵害による

損害賠償の債権者のみ申立て可能

［ 預貯金等に関する情報取得手続］
財産開示手続を先行し て実施する必要なし

債
務
名
義
を
持
つ
債
権
者

判
決
等

判
決
等

判
決
等

その他の具体的な内容は、 法務省ホームページ

（ http ://w w w .m oj.g o.jp /M IN JI/m in ji07_ 00247.h tm l）

も併せてご覧く ださ い。
（ 法務省ホームページ）

こ れら の手続に関して、法テラスの民事法律扶助を利用できる場合があり ます。

（ ※詳し く は、 本パンフレット 裏表紙記載の法テラスにお問い合わせく ださ い。）

（ 注） 不動産に関する情報取得手続は、 ２０２１年５月１日から利用できます
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作成日 年 月 日
母父

〒 〒

電話 電話

メ ール メ ール

称名称名

所在地 〒 所在地 〒

子ども

親権者 父 ・ 母 親権者 父 ・ 母

親権者 父 ・ 母 親権者 父 ・ 母

養育費

□ 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日まで □ １ か月当たり  　 円ずつ □　 毎月　 日

□ □　     年／月分　 　 　 　 　 　 円 □ 年 月 日

□ □　     年／月分　 　 　 　 　 　 円 □ 年 月 日

□ □　     年／月分　 　 　 　 　 　 円 □ 年 月 日

　□円　□でま□

□ 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日まで □ １ か月当たり 　 円ずつ □　 毎月 日

□　     年／月分　 　 　 　 　 　 円 □ 年 月 日□

　□円　□でま□

□ 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日まで □ １ か月当たり 円ずつ □　 毎月 日

　□円　□でま□

□ 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日まで □ １ か月当たり 円ずつ □　 毎月 日

　□円　□でま□

振込先　 その他

金融機関 銀行　 支店

口座の種類 普通　 ・ 　 当座

口座番号

口座の名義

面会交流

その他（ 連絡方法や留意事項等を自由にお書き く ださ い）

ふり がな

氏　 名
年　 月　 日生

子
３

子
４

子
４

面会交流の内容と 頻度 受け渡し の場所

子
１

子
２

子
１

子
３

　 　 　 年　 　 月　 　 日生

支払期間

３
ふり がな

氏　 　 名 氏　 　 名

子
２

住
所

住
所

勤
務
先

勤
務
先

１
ふり がな

２

ふり がな ふり がな

氏　 名
年　 月　 日生

ふり がな

氏　 名 氏　 名
　 　 　 年　 　 月　 　 日生

金額 支払時期

４

□　 宿泊なし 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 宿泊あり 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 　 　 　 　 　 　 （ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□（ 　 　 　 　 　 ） の自宅近く

□双方の自宅の中間地点

□その都度協議　 □（ 　 　 　 　 ）

□SN S（ 　 　 　 ）

□メ ール□手紙

□電話　 □（ 　 　 　 ）

父母連絡方法

□　 宿泊なし 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 宿泊あり 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 　 　 　 　 　 　 （ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□（ 　 　 　 　 　 ） の自宅近く

□双方の自宅の中間地点

□その都度協議　 □（ 　 　 　 　 ）

□SN S（ 　 　 　 ）

□メ ール□手紙

□電話　 □（ 　 　 　 ）

□　 宿泊なし 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 宿泊あり 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 　 　 　 　 　 　 （ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□（ 　 　 　 　 　 ） の自宅近く

□双方の自宅の中間地点

□その都度協議　 □（ 　 　 　 　 ）

□SN S（ 　 　 　 ）

□メ ール□手紙

□電話　 □（ 　 　 　 ）

□　 宿泊なし 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 宿泊あり 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 　 　 　 　 　 　 （ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□（ 　 　 　 　 　 ） の自宅近く

□双方の自宅の中間地点

□その都度協議　 □（ 　 　 　 　 ）

□SN S（ 　 　 　 ）

□メ ール□手紙

□電話　 □（ 　 　 　 ）

子ども の養育に関する合意書

年　 月 日から

年　 月 日から

年　 月 日から

年　 月 日から

 歳に達し た後の3 月まで

 歳に達し た後の3 月まで

 歳に達し た後の3 月まで

 歳に達し た後の3 月まで
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作成日 年 月 日
母父

〒 〒

電話 電話

メ ール メ ール

称名称名

所在地 〒 所在地 〒

子ども

親権者 父 ・ 母 親権者 父 ・ 母

親権者 父 ・ 母 親権者 父 ・ 母

養育費

□ 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日まで □ １ か月当たり  　 円ずつ □　 毎月　 日

□  歳に達し た後の3 月まで □　     年／月分　 　 　 　 　 　 円 □ 年 月 日

□  歳に達し た後の3 月まで □　     年／月分　 　 　 　 　 　 円 □ 年 月 日

□  歳に達し た後の3 月まで □　     年／月分　 　 　 　 　 　 円 □ 年 月 日

　□円　□でま□

□ 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日まで □ １ か月当たり 　 円ずつ □　 毎月 日

 歳に達し た後の3 月まで □　     年／月分　 　 　 　 　 　 円 □ 年 月 日□

　□円　□でま□

□ 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日まで □ １ か月当たり 円ずつ □　 毎月 日

　□円　□でま□

□ 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日まで □ １ か月当たり 円ずつ □　 毎月 日

　□円　□でま□

振込先　 その他

金融機関 銀行　 支店

口座の種類 普通　 ・ 　 当座

口座番号

口座の名義

面会交流

その他（ 連絡方法や留意事項等を自由にお書き く ださ い）

ふり がな

氏　 名
年　 月　 日生

子
３

子
４

子
４

面会交流の内容と 頻度 受け渡し の場所

子
１

子
２

子
１

年　 月 日から

子
３

　 　 　 年　 　 月　 　 日生

支払期間

３
ふり がな

氏　 　 名 氏　 　 名

子
２

年　 月 日から

年　 月 日から

年　 月 日から

住
所

住
所

勤
務
先

勤
務
先

１
ふり がな

２

ふり がな ふり がな

氏　 名
年　 月　 日生

ふり がな

氏　 名 氏　 名
　 　 　 年　 　 月　 　 日生

金額 支払時期

４

□　 宿泊なし 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 宿泊あり 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 　 　 　 　 　 　 （ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□（ 　 　 　 　 　 ） の自宅近く

□双方の自宅の中間地点

□その都度協議　 □（ 　 　 　 　 ）

□SN S（ 　 　 　 ）

□メ ール□手紙

□電話　 □（ 　 　 　 ）

父母連絡方法

□　 宿泊なし 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 宿泊あり 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 　 　 　 　 　 　 （ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□（ 　 　 　 　 　 ） の自宅近く

□双方の自宅の中間地点

□その都度協議　 □（ 　 　 　 　 ）

□SN S（ 　 　 　 ）

□メ ール□手紙

□電話　 □（ 　 　 　 ）

□　 宿泊なし 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 宿泊あり 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 　 　 　 　 　 　 （ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□（ 　 　 　 　 　 ） の自宅近く

□双方の自宅の中間地点

□その都度協議　 □（ 　 　 　 　 ）

□SN S（ 　 　 　 ）

□メ ール□手紙

□電話　 □（ 　 　 　 ）

□　 宿泊なし 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 宿泊あり 面会（ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□　 　 　 　 　 　 　 （ □　 　 　 に　 回程度， □　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□（ 　 　 　 　 　 ） の自宅近く

□双方の自宅の中間地点

□その都度協議　 □（ 　 　 　 　 ）

□SN S（ 　 　 　 ）

□メ ール□手紙

□電話　 □（ 　 　 　 ）

子ども の養育に関する合意書
1 31

○○○－○○○○ ○○○－○○○○

○○○－○○○－○○○○ ○○○－○○○－○○○○

○○○○@ ○○.n e . jp ○○○○@ ○○.n e . jp

○○○－○○○○ ○○○－○○○○

◯万 ２ ５

子1が22 　

子2が22 　

◯万 ２ ５

（ 子１ 及び子２ の養育費の振込先）
△△

○○○○○○○○

ホウムハナコ

○か月 ○

夏休みに◯泊程度

公園入口

公園入口

○か月 ○

○○○

○○○

夏休みに◯泊程度

□□□株式会社

○○県■■市□□町●－▲－■

法務　 まも る

みゆあ　むうほるもま　ほう む

法務　 あゆみ
２ ０ １ ４ ８ １

子花　法務郎太　務法

20 2 1

○○県△△市□□町●－▲－■ ○○県△△市■■町▲－■－●

○○県△△市●●町▲－■－●

２０２１

２０２１

２ 　 １

２ 　 １

○○○株式会社

　 　 　 　   ほう む　 たろ う 　 　 　 　   ほう む　 はなこ

子１ 及び子２ が高校・ 専門学校、 大学等に進学し た場合の
費用等の負担については、 別途協議する。

・ ○時に○○公園入口で受け渡し 。 ○時から ○時まで。 詳細については○○○で協議する 。

・ 宿泊を伴う 面会中の滞在場所は、 事前に知ら せる。

・ 遠方への転勤・ 転居など事情が変わっ た場合は、 再度協議する。

２ ０ １ ２ ５ １

○○

（ 記入例）子ども の養育に関する合意書

○こ の合意書のひな形は、 法務省のホームページにも 掲載さ れています。

　 h ttp : //w w w .m o j . g o . j p /M IN JI/m in j i0 7 _ 0 01 9 4 . h tm l
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http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00194.


日本司法支援センタ ー（ 法テラ ス）
h ttp ://w w w .ho u te ra su .o r.j p /

法テラ ス・ サポート ダイ ヤル 0 5 7 0 -0
お な や み な し

7 8 37 4

( IP 電話から は 0 3 -6 7 4 5 -5 6 0 0 )

「 養育費」と「 面会交流」の関係について
「 養育費」 は子ども の生活を支えるも の、「 面会交流」 は子ども の健やかな成長を願「 養育費」 は子ども の生活を支えるも の、「 面会交流」 は子ども の健やかな成長を願

っ て行う も ので、 どちら も 子ども にと っ て必要なも のです。っ て行う も ので、 どちら も 子ども にと っ て必要なも のです。

離婚をする際には、 でき る限り 、 お子さ んのために「 養育費」 と 「 面会交流」 の取離婚をする際には、 でき る限り 、 お子さ んのために「 養育費」 と 「 面会交流」 の取

り 決めをするよう にし てく ださ い。り 決めをするよう にし てく ださ い。

法務省民事局参事官室
TEL 0 3 -3 5 80 -4 11 1

http ://w w w .m o j .g o .j p

○ 養育費については

○ 法的ト ラ ブルについてのお問い合わせは

○ 公正証書については

○ 法務大臣の認証を 受けたＡ Ｄ Ｒ
　（ かいけつサポート ） については

○ ひと り 親家庭支援施策全般については、 お近く の自治体まで

○ 申立てを行う ための手続、 必要書類、 費用等については

養育費相談支援センタ ー
フ リ ーダイ ヤル 0 1 2 0 -9 6 5 -4 1 9

( 携帯電話等から は 0 3 -3 9 8 0 -4 1 0 8 )

in fo @ yo u ikuh i.o r. j p  ( E-m a il )

h ttp ://w w w .yo u ik uh i-so ud an .j p /ind ex .h tm l

または、 最寄り の母子家庭等就業・ 自立支援センタ ー
h ttp ://w w w .m hlw .go .j p /stf/se isakun itsu ite/b unya/0 00 0 06 29 6 7 .h tm l

日本公証人連合会（ 公正証書について）
h ttp ://w w w .k o sho n in .g r. j p

h ttp ://w w w .m o j .g o .j p /KAN BO U /AD R/in d ex .h tm l

あな たと 相手方と の話し 合いを サポート する 民間業者も いま す。

h ttp ://w w w .m o j .g o .j p /M IN JI/m in j i0 7 _ 0 0 1 44 .h tm l

※   全国の公証役場の所在地等を調べるこ と ができ る と と も に、 公正証書の作成など

に準備する資料・ 手数料等の情報が掲載さ れています。

※   家族の問題を取り 扱っ ている かいけつサポート が掲載さ れています。

※   全国の家庭裁判所の所在地等を 調べる こ と ができ ます。 また、 家事調停手続等の

申立書書式、 手続案内リ ーフ レ ッ ト 、 子ども に関する 話し 合いを すると き に心が

けたい事項についての説明動画等の情報が掲載さ れています。

最寄り の家庭裁判所

h ttp s://w w w .co u rts.go .j p

問い合わせ先
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http://www.houterasu.or.jp/
http://www.moj.go.jp
mailto:info@youikuhi.or.jp
http://www.youikuhi-soudan.jp/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000062967.html
http://www.koshonin.gr.jp
http://www.moj.go.jp/KANBOU/ADR/index.html
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00144.html
https://www.courts.go.jp

